
平 成 ３０ 年 度

高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



１ ２５７

２ ２６２

３ ２８５

（1） ２８５

（2） ２８７

（3） ２９１

（4） ２９２

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

目　 　次

下 水 道 事 業 会 計 予 算

予 算 に 関 す る 説 明 書

予 算 明 細 書

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出



（総　　　　則）

第１条　平成３０年度高根沢町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　汚水管渠整備事業 千円

②　雨水管渠整備事業 千円

③　処理場施設更新事業 千円７２，１５０

平 成 ３ ０ 年 度   高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

水 洗 化 戸 数 ５，９６１

年 間 処 理 水 量 １，６０１，０００

一 日 平 均 処 理 水 量 ４，３８６

主要な建設改良事業

２７１，６４８

１６０，０００
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

（ ）

第４条

予 備 費 ２，０００

収 益 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道 事 業 収 益 ７４９，３８７

営 業 収 益 ２１０，８５２

するものとする。）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　１８１，９２５千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　１１，９７１千円、当年度分損益勘定留保資金　１６９，９５４千円で補てん

営 業 外 収 益 ５３８，５３３

特 別 利 益 ２

下 水 道 事 業 費 用 ７３７，４１６

営 業 費 用 ６４５，８４２

営 業 外 費 用 ８８，０６５

特 別 損 失 １，５０９



収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

（ ）

第４条の２

特 例 的 収 入 及 び 支 出

地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び

未払金の金額は、それぞれ５８，５１０千円及び１７，７９０千円である。

建 設 改 良 費 ５０４，１８９

企 業 債 償 還 金 ２８９，２４０

固 定 資 産 売 却 代 金 １

資 本 的 支 出 ７９３，４２９

国 庫 補 助 金 ２０９，０００

負 担 金 等 ５６，７０９

資 本 的 収 入 ６１１，５０４

企 業 債 ２３５，５００

出 資 金 １１０，２９４
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（ ）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（ ）

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

5.0％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

利率

借入れの日から４０年以内とし、その他につ
いては借入先の融資条件による。ただし、町
財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還または低利に借換え
することができる。

償還の方法

債務負担行為

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額

水洗便所改造資金融資あっせんに係る
利 子 補 給

平成３１年度から平成３４年度まで １５１千円

一 時 借 入 金

企 業 債

起債の目的 限度額 起債の方法

公共下水道事業 ２３５，５００千円 普通貸借又は
証 券 発 行



（ ）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

各項相互の間における経費の流用額が１００千円以内である場合

（ ）

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第10条 下水道事業経営安定のため一般会計からからこの会計へ補助を受ける金額は、７６,８５７千円である。

平成３０年　２月２７日提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

２０，２９７

予定支出の各項の経費の金額の流用

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費

他会計からの補助金
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１ ２６３

２ ２６６

３ ２６７

４ ２７３

５ ２７４

６ ２７８

７ ２８２

平 成 ３ ０ 年 度 予 定 開 始 貸 借 対 照 表

平 成 ３ ０ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

注 記 事 項

平成３０年度高根沢町下水道事業会計予算に関する説明書

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



収　　入

1

1

1  下水道使用料収入

2  雨水排水に要する経費に対する一般会計負担金

3

4  排水設備計画確認検査手数料等

2

1  預金利息

2  一般会計補助金

3  分流式下水道等に要する経費に対する一般会計負担金

4  長期前受金収益化額

5  消費税及び地方消費税還付金

6  宝積寺アクアセンター敷地補償費等

3

1

2

下 水 道 事 業 収 益 749,387

営 業 収 益 210,852

下 水 道 使 用 料 193,283

平成３０年度高根沢町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予 定 額 備 考

（単位：千円）

営 業 外 収 益 538,533

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

他 会 計 補 助 金 76,857

雨 水 処 理 負 担 金 17,185

受 託 工 事 収 益 1

そ の 他 営 業 収 益 383

特 別 利 益 2

他 会 計 負 担 金 247,341

長 期 前 受 金 戻 入 198,914

消費税及び地方消費税還付金 15,275

雑 収 益 145

固 定 資 産 売 却 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1
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支　　出

1

1

1  管渠の維持管理に要する経費

2  処理場施設の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1

 企業債償還利息

2

3  その他雑支出

3

1  期末・勤勉手当引当金繰入額等

4

1

予 備 費 2,000

予 備 費 2,000

そ の 他 特 別 損 失 1,509

特 別 損 失 1,509

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1

雑 支 出 128

営 業 外 費 用 88,065

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 87,936

減 価 償 却 費 375,150

資 産 減 耗 費 3,592

処 理 場 費 190,019

受 託 工 事 費 2

総 係 費 57,659

下 水 道 事 業 費 用 737,416

営 業 費 用 645,842

管 渠 費 19,420

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考



　

収　　入

1

1

1  公共下水道事業債

2

1  一般会計出資金　

3

1  社会資本整備総合交付金

4

1  公共下水道事業受益者負担金

2  農業集落排水事業受益者分担金

5

1

支　　出

1

1

1  管渠建設等に要する経費

2  処理場施設更新等に要する経費

2

1  企業債償還元金建 設 企 業 債 元 金 償 還 金 289,240

企 業 債 償 還 金 289,240

処 理 場 建 設 改 良 費 72,541

資 本 的 支 出 793,429

建 設 改 良 費 504,189

管 路 建 設 改 良 費 431,648

款 項 目 予 定 額

固 定 資 産 売 却 代 金 1

（単位：千円）

固定資産売却代金 1

負 担 金 等 56,709

受 益 者 負 担 金 56,708

受 益 者 分 担 金 1

国 庫 補 助 金 209,000

国 庫 補 助 金 209,000

出 資 金 110,294

出 資 金 110,294

企 業 債 235,500

建 設 改 良 債 235,500

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 611,504

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出 千円

　　　人件費支出 千円

　　　その他の事業支出 千円

　　　営業収入 千円

　　　負担金、補助金等収入 千円

　　　小計 千円

　　　利息の支払額 千円

　　　利息の受取額 千円

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 千円

　　　国庫補助金等による収入 千円

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 千円

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 千円

　　　企業債の償還による支出 千円

　　　出資金による収入 千円

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 千円

資金増加額（又は減少額） 千円

資金期首残高 千円

資金期末残高 千円

５６，５５４

４３，５６６

0

４３，５６６

△５０４，１８９

２６５，７０９

△２３８，４８０

２３５，５００

△２８９，２４０

１１０，２９４

平 成 ３ ０ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△２３６，６９６

△２０，２９７

△１２，１１６

２４１，１５３

３４１，３８３

３１３，４２７

△８７，９３６

１

２２５，４９２



 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
3

9,545 7,302 16,847 3,030 19,877

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,545 7,302 16,847 3,030 19,877

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員
( )
3

9,545 7,302 16,847 3,030 19,877

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,545 7,302 16,847 3,030 19,877

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。また、前年度は企業会計移行前のため該当なし。

本年度

前年度

比 較

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

区 分

給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考
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（単位：千円）

区 分

本 年 度 360 75 477 2,238 1,549 294

前 年 度

比 較 360 75 477 2,238 1,549 294

区 分

本 年 度 30 264 2,015

前 年 度

比 較 30 264 2,015

※前年度は企業会計移行前のため該当なし。

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料

9,545 企業会計移行による

手 当

7,302 企業会計移行によるそ の 他 の 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

7,302 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳  説       明 備   考

9,545 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

時 間 外 勤 務 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当 退 職 手 当

勤 勉 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当



 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

※企業会計移行のため該当なし。

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 146,100円 高校卒 146,100円 技能職 143,500円

短大卒 158,800円 短大卒 158,800円

大学卒 178,200円 大学卒 178,200円

技能職 143,500円

平 均 年 齢

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額

平 成 29 年 1 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 成 30 年 1 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額
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※企業会計移行のため該当なし。

課 長 参 事

技 能 労 務 職 労 務 主 事 技 能 主 事 技 能 主 事

5 級 6 級 7 級

企 業 職 主 事 主 任 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐

　（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

計 （ ） （ ）

平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

1　級

7　級 （ ） （ ）

5　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

計 （ ） （ ）

6　級 （ ） （ ）

4　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

2　級 （ ） （ ） 2　級 （ ） （ ）

計 （ ） （ ） 計 （ ）

（ ） （ ）

（ ）

（ ） （ ） 1　級

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

5　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

4　級 （ ） （ ）

平 成 30 年 1 月 1 日 現 在

1　級 （ ） （ ） 1　級 （ ） （ ）

2　級 （ ） （ ） 2　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

   ウ  級別職員数　　　

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職 技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 職 員 数 (人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）



（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 100.0 100.0

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比 率 （％）

※前年度は企業会計移行前のため該当なし。

（Ｂ）/（Ａ）

前  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級

   エ  昇 給 

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 企　　業　　職

2 号 級

技 能 労 務 職

本  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

（Ｂ）/（Ａ）

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.3)

4.4

(　 )

(2.3)

4.4
※前年度は企業会計移行前のため該当なし。

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一 般 会 計 の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分
25年勤続の者

備　　　考
(月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

一 般 会 計 の 制 度
(1.075) (1.225)

有
2.125 2.275

前 年 度
(　　 ) (　　 )

有

本 年 度
(1.075) (1.225)

有
2.125 2.275

区 分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 備 考
6月（月分） 12月(月分）



（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

平成27年度から 平成30年度から (357)

平成29年度まで 平成31年度まで 3,412

平成28年度から 平成30年度から (2)

平成29年度まで 平成31年度まで 40

平成30年度から (2)

平成32年度まで 50

平成30年度から (27)

平成33年度まで 98

平成30年度から (63,936)

平成34年度まで 320,490

平成30年度から (19,764)

平成34年度まで 98,985

（　　）書きは当該年度における支出予定額

平成29年度農業集落排水事業包括的
民間委託

98,985 98,985

平成29年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

98 98

平成29年度公共下水道事業包括的民
間委託

320,490 320,490

平成27年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

55 15 40

平成28年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

54 平成29年度 4 50

平成26年度下水道受益者負担金シス
テム更新事業

9,288 5,876 3,412

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

ハ 構 　築　 物

ニ 機 械 及 び 装 置

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具・器具及び備品

ト 建 設 仮 勘 定

（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計 ８４，９４６，６８２

８４，９４６，６８２

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，６２７，７２７，５８５

１１５，７４９，８７４

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

９，８３３，０９４，７２０

７００，９４６，１９９

５１，５００

１，８１１，３５４

平 成 ３ ０ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 開 始 貸 借 対 照 表

( 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日 ）

　固 　定 　資 　産



2

（１）  未 収 金

資 産 合 計 １２，７７１，１８５，２２２

流 動 資 産 合 計 ５８，５１０，９５５

５８，５１０，９５５

固 定 資 産 合 計 １２，７１２，６７４，２６７

　流 　動 　資 　産
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企 業 債

（２） 未 払 金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

負 債 合 計 １１，１７１，７６４，７５７

流 動 負 債 合 計 ３０７，０２９，５６２

６，１６４，７７４，８８１

繰 延 収 益 合 計 ６，１６４，７７４，８８１

固 定 負 債 合 計

２８９，２３９，５７３

１７，７８９，９８９

４，６９９，９６０，３１４

４，６９９，９６０，３１４



資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

６２４，２９２，３２８

資 本 合 計 １，５９９，４２０，４６５

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，７７１，１８５，２２２

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

９７５，１２８，１３７

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５８，９４９，１９２

２９，１２８，７５０

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金 合 計

９７５，１２８，１３７

９７５，１２８，１３７
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具・器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定 １１５，７４９，８７４

１，８１１，３５４

△１２６，０００ １，６８５，３５４

１０，２９９，９３５，７２０

△２５０，１７９，０００ １０，０４９，７５６，７２０

６９２，５４８，１９９

△９５，９９８，０００ ５９６，５５０，１９９

５１，５００

平 成 ３ ０ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△２５，７２９，０００ ８１６，８７４，２８６



（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

８２，４５５，６８２

無 形 固 定 資 産 合 計 ８２，４５５，６８２

固 定 資 産 合 計

△１８１，０００ ２６，２６５，４６４

１２，７９６，５９４，２６７

　流 　動 　資 　産

４３，５６６，９１８

２６，４４６，４６４

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，７１４，１３８，５８５

６９，８３２，３８２

資 産 合 計 １２，８６６，４２６，６４９

流 動 資 産 合 計
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企 業 債

（２） 未 払 金

（３） 引 当 金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

４，６３９，３５２，０９３

４，６３９，３５２，０９３

１７，７９０，９８９

固 定 負 債 合 計

２９６，１０８，２２１

１，４４６，０００

流 動 負 債 合 計 ３１５，３４５，２１０

６，４００，５９１，８８１

△１９８，５７７，０００

繰 延 収 益 合 計 ６，２０２，０１４，８８１

負 債 合 計 １１，１５６，７１２，１８４



資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

９７５，１２８，１３７

１１０，２９４，０００

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金 合 計 １，０８５，４２２，１３７

１，７８４，５２９

５８，９４９，１９２

２９，１２８，７５０

１，０８５，４２２，１３７

５３４，４２９，８５７

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，８６６，４２６，６４９

剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

資 本 合 計 １，７０９，７１４，４６５
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

車両及び運搬具 ４～６年

機械及び装置 ２～３０年

工具器具及び備品 ４～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ５０年

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員（下水道事業）の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町

　村総合事務組合への一般負担金のみを下水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金

  は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。



（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

　高根沢町下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、「公共

下水道事業」と「農業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公 共 下 水 道 事 業 　宝積寺処理区及び仁井田処理区に係る汚水処理、雨水処理

農 業 集 落 排 水 事 業 　東部処理区及び大用地処理区に係る汚水処理
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

平成30年度（自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日）

（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 173,552 22,979 196,531

営業費用 521,749 106,619 628,368

営業損益 △ 348,197 △ 83,640 △ 431,837

経常損益 2,113 1,246 3,359

セグメント資産 11,167,460 1,698,967 12,866,427

セグメント負債 9,647,723 1,508,989 11,156,712

その他の項目

　雨水処理負担金 17,185 17,185

　他会計補助金 53,062 23,795 76,857

　他会計負担金 198,203 49,138 247,341

　出資金 69,081 41,213 110,294

　減価償却費 314,054 61,096 375,150

　特別利益 2 2

　特別損失 1,189 320 1,509

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増減額

144,416 △ 60,496 83,920



収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 下水道事業 749,387 749,387

収益
1 営業収益 210,852 210,852

1 193,283 193,283 193,283 下水道使用料 168,533

農業集落排水処理施設使用料 24,750

2 17,185 17,185 17,185 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担

金 17,185

3 1 1 1 受託工事金 1

4 383 383 手数料 323 排水設備計画確認検査手数料等 323

60 堆肥販売金 60

2 営業外収益 538,533 538,533

1 1 1 預金利息 1 預金利息 1

2 76,857 76,857 76,857 一般会計補助金 76,857

3 247,341 247,341 247,341 一般会計負担金 247,341

4 198,914 198,914 198,914 長期前受金収益化額 198,914

平成30年度高根沢町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道使用
料

下水道使用
料

雨水処理負
担金

雨水処理負
担金

受託工事収
益

受託工事収
益

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入

その他営業
収益

生産物売払
収入

受取利息及
び配当金

他会計補助
金

他会計補助
金

他会計負担
金

他会計負担
金
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

5 15,275 15,275 15,275 消費税及び地方消費税還付金 15,275

6 雑収益 145 145 145 宝積寺アクアセンター敷地補償費等 145

3 特別利益 2 2

1 1 1 1 固定資産売却益 1

2 1 1 1 過年度損益修正益 1

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金

その他雑収
益

固定資産売
却益

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益



支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 737,416 737,416

1 営業費用 645,842 645,842

1 管渠費 19,420 19,420 光熱水費 30 マンホールポンプ場電気料 30

動力費 3,418 マンホールポンプ場機械装置運転に係る電力料 3,418

修繕費 5,682 管内補修工事等 5,682

委託料 10,241 管路ストックマネジメント計画策定等 10,241

賃借料 16 管渠埋設用地賃借料等 16

保険料 33 全国自治協会施設損害保険 33

2 処理場費 190,019 190,019 備消品費 150 東部の恵肥料袋 150

光熱水費 30 処理場電気料 30

動力費 34,472 処理場機械装置運転に係る電力料 34,472

修繕費 21,002 処理場機械設備等の修繕に係る費用 21,002

委託料 133,873 処理場の施設運転管理委託等 133,873

保険料 492 全国自治協会施設損害保険 492

3 受託工事費 2 2 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

4 総係費 57,659 57,659 給料 9,545 3名分 9,545

手当 6,503 扶養手当 360

通勤手当 75

住居手当 264

時間外勤務手当 294

比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道事業
費用

款 項 目

－287－



－288－

支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

管理職手当 477

管理職特別勤務手当 30

期末手当 1,535

勤勉手当 1,033

児童手当 420

退職手当負担金 2,015

1,219 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

る額 1,219

法定福利費 2,803 共済組合負担金 2,765

公務員災害補償基金負担金 38

227 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰

り入れる額 227

旅費 37 研修等に係る交通運賃・宿泊料 37

備消品費 241 事務用の備消耗品費 241

燃料費 45 公用車燃料費 45

印刷製本費 330 郵送用封筒等 330

修繕費 100 公用車の車検整備費用 100

通信運搬費 371 受益者負担金納付書郵送料等 371

手数料 58 口座振替手数料等 58

委託料 23,852 下水道使用料徴収事務委託費 23,852

使用料 1,260 事務機器使用料等 1,260

補給金 100 水洗便所改造資金融資斡旋利子補給金 100

説　　　　　　明
区 分 金 額

賞与引当金
繰入額

法定福利費
引当金繰入
額

款 項 目 比 較
節



支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

会費負担金 244 日本下水道協会会費 71

栃木県下水道協会会費 9

全国町村下水道推進協議会栃木県支部会費 5

県汚泥資源化推進協議会負担金 2

管渠設計研修等宿泊費負担金 137

地域環境資源センター会費 20

保険料 60 公用車に係る保険料 60

研修費 557 研修受講料 557

報償費 10,076 一括納付報奨金 10,076

20 債権の不納欠損に備えるため、引当金に繰り入

れる額 20

貸倒損失 1 現年分下水道使用料の不納欠損に係る貸倒損

失 1

公課費 10 公用車車検時自動車重量税 10

5 減価償却費 375,150 375,150 372,659 有形固定資産に係る減価償却費 372,659

2,491 施設利用権に係る減価償却費 2,491

6 資産減耗費 3,592 3,592 3,592 機械設備更新に伴う除却費 3,592

2 営業外費用 88,065 88,065

1 87,936 87,936 企業債利息 87,936 企業債の償還利息 87,936

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

無形固定資
産減価償却
費

固定資産除
却費

支払利息及
び企業債取
扱諸費

貸倒引当金
繰入額

有形固定資
産減価償却
費

－289－



－290－

支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

2 1 1 1 消費税及び地方消費税納付額 1

3 雑支出 128 128 98 受益者負担金債権の不納欠損に備えるため

引当金に繰り入れる額 98

30 その他雑支出 30

3 特別損失 1,509 1,509

1 1,509 1,509 1,509 期末・勤勉手当引当金繰入額（平成29年12月

から平成30年3月分）等 1,509

4 予備費 2,000 2,000

1 予備費 2,000 2,000 予備費 2,000 予備費 2,000

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

その他未収
金貸倒引当
金繰入額

その他雑支
出

その他特別
損失

その他特別
損失

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税



収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 611,504 611,504

1 企業債 235,500 235,500

1 建設改良債 235,500 235,500 建設改良債 235,500 公共下水道事業債 235,500

2 出資金 110,294 110,294

1 出資金 110,294 110,294 出資金 110,294 一般会計出資金 110,294

3 国庫補助金 209,000 209,000

1 国庫補助金 209,000 209,000 国庫補助金 209,000 社会資本整備総合交付金 209,000

4 負担金等 56,709 56,709

1 56,708 56,708 56,708 公共下水道事業受益者負担金 56,708

2 1 1 1 農業集落排水事業受益者分担金 1

5 1 1

1 1 1 1 固定資産売却代金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

有形固定資
産売却代金

説　　　　　　明
区 分 金 額

受益者負担
金

受益者負担
金

受益者分担
金

受益者分担
金

－291－



－292－

支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 793,429 793,429

1 建設改良費 504,189 504,189

1 431,648 431,648 委託料 50,000 管渠建設工事に係る監督業務等 47,000

雨水管渠建設工事に係る監督業務等 3,000

工事請負費 381,648 汚水管渠建設工事等 224,648

雨水管渠建設工事 157,000

2 72,541 72,541 委託料 391 資源化工場建設委託 391

工事請負費 72,150 宝積寺アクアセンター更新工事 72,150

2 289,240 289,240

1 289,240 289,240 289,240 企業債の償還元金 289,240

款 項 目 説　　　　　　明
区 分 金 額

管路建設改
良費

処理場建設
改良費

比 較
節

企業債償還
金

建設企業債
元金償還金

建設企業債
元金償還金



１１，９７１ 千円

１６９，９５４ 千円

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　１８１，９２５千円は、次により補てんするものとする。

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

当年度分損益勘定留保資金

－293－



 


